
告 示

�愛媛県告示第６５号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和元年５月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
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○ 指定自立支援医療機関の所在地の変更………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……５４

○ 急傾斜地崩壊危険区域の指定について……………………………………………………………………………………………………………………（砂防課）……５４

○ 住宅確保要配慮者居住支援法人の指定………………………………………………………………………………………………………………（建築住宅課）……５４

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………………………………………………………………………（中予地方局地域福祉課）……５４

○ 指定障害児通所支援事業者の指定………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……５５

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）……５５
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○ 落札者等の告示…………………………………………………………………………………………………………………………………………（高校教育課）……５６

教育委員会公告

○ 令和２年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について……………………………………………………………………………………（高校教育課）……５６

選挙管理委員会告示

○ 直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数……………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）……５７

公営企業公告

○ ナビゲーションシステムの購入…………………………………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）……５７

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

エール薬局城辺店 南宇和郡愛南町城辺甲２４８１－１ 株式会社Ｙｅｌｌ Ｐｈａｒｍａｃｙ 精神通院医療（薬
局）

平成３１年
４月１日

エール薬局一本松店 南宇和郡愛南町一本松５１５７ 株式会社Ｙｅｌｌ Ｐｈａｒｍａｃｙ 精神通院医療（薬
局）

平成３１年
４月１日

あさの薬局 松山市来住町５１７番地４ 株式会社メディシス 精神通院医療（薬
局）

平成３１年
４月１日

王子調剤薬局 新居浜市王子町３番２号 株式会社メディシス 精神通院医療（薬
局）

平成３１年
４月１日

本郷調剤薬局 新居浜市本郷三丁目５番３５号 株式会社メディシス 精神通院医療（薬
局）

平成３１年
４月１日

ハッピー薬局東野店 松山市東野二丁目２番１７号 Ｋ－１５ビ
ル 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療（薬

局）
平成３１年
４月２９日

ハッピー薬局余戸西店 松山市余戸西三丁目１０番２０号 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療（薬
局）

平成３１年
４月２２日

新居浜中央薬局 新居浜市南小松原町１３番４０号 合同会社ＣＭＰＥＳ 精神通院医療（薬
局）

令和元年
５月１日

毎週（火・金）曜日発行 第５号 令和元年５月２１日

令和元年５月２１日火曜日 第５号

愛 媛 県 報

５３



��������������

��������������

�������
�愛媛県告示第６７号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の名称を変更した旨の届出があった。

令和元年５月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の所在地を変更した旨の届出があった。

令和元年５月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６９号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び市

役所において縦覧に供する。

令和元年５月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

表Ｂ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１１号までを順次

結んだ線及び標柱１１号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

�������
�愛媛県告示第７０号
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（平成１９年法律第１１２号）第４０条の規定により、次のとおり住宅確

保要配慮者居住支援法人を指定した。

令和元年５月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称及び住所

一般社団法人くらしの窓口

愛媛県松山市湊町４丁目１１－１９

２ 支援業務を行う事務所の所在地

愛媛県松山市湊町４丁目１１－１９

３ 指定年月日

令和元年５月１３日

�愛媛県告示第６６号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和元年５月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７１号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和元年５月２１日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

平野みらい薬局 今治市北宝来町２丁目４－６ 株式会社平野 精神通院医療（薬
局）

令和元年
５月１日

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

株式会社ＢＤＡパートナーズ 松山市喜与町一丁目１０番地１ 訪問看護ステーションすまい
る訪問看護 松山市空港通二丁目１３番８号 精神通院医療 令和元年

５月１日

名 称
変更年月日

変 更 前 変 更 後

キッズクリニック・パパ 医療法人ドクターパパ
キッズクリニックパパ 平成３１年４月１１日

名 称
所 在 地 変 更

年月日変 更 前 変 更 後

訪問看護ステーショ
ン安信

松山市東長戸４丁目
３－２８

松山市山越２丁目１０
－１１ グランシェル
１０１

平成３１年
３月１日

市 町 地 番 標 柱

四国中央市 金生町山田井 乙５８９番１ １号、２号、３号、４号、
５号、６号

乙５７７番１ ７号

乙５７８番１ ８号

乙５７７番３ ９号、１０号

６３４番 １１号

愛 媛 県 報令和元年５月２１日 第５号

５４
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�愛媛県告示第７２号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

令和元年５月２１日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

�愛媛県告示第７３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和元年５月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７４号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、歳入の収納の事務を次のとおり委託した。

令和元年５月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 （ 設 置 者 ）

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１５００５７２ 医療法人順風会 愛媛県松山市天山二丁
目３番３０号 宇都宮 一 泰 居宅介護 ヘルパーステーション

長安
愛媛県東温市志津川甲
２９番地１

平成３１年
４月１日

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５１５００１３６ 合同会社 ＡＮＮＥＩ 愛媛県東温市南方２０７１
－５ 片 山 光 子 放課後等デイ

サービス
放課後等デイサービス
アソシエ

愛媛県東温市南方２０７１
－５

令和元年
５月７日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２７）第１６６７６号 平成２７年
４月２８日 ギノコム 義野 計弘 松山市土居田町８２９－２ 平成３１年

４月１日 塗装工事業 建設業の廃止

（般－２８）第１１２５０号 平成２８年
８月３１日 �ウッド 林 志郎 伊予郡松前町北黒田５００

－２
平成３１年
４月２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２８）第１７７０８号 平成２８年
５月２日 �よつば建設工業 松� 弘喜 伊予郡松前町大字北川原

１１４２－１
平成３１年
４月４日

とび・土工工事業
鋼構造物工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２９）第６８０５号 平成２９年
７月２３日 川崎建設 川� 英夫 上浮穴郡�万高原町上野

尻甲８２７
平成３１年
４月８日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２６）第２９７３号 平成２７年
３月２２日 愛媛レヂン� 片野 安彦 松山市東野４－８－２５ 平成３１年

４月９日

土木工事業、左官工事業
とび・土工工事業
舗装工事業、塗装工事業
防水工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２８）第１２６１７号 平成２９年
３月３０日 百年代電気工業所 黒河 哲知 松山市南梅本町９１０－１０ 平成３１年

４月１２日 電気工事業 建設業の廃止

（般－２９）第１２６７７号 平成２９年
６月７日 福谷建設 福谷 計男 松山市北井門２－１４－９ 平成３１年

４月１６日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２９）第１３７８４号 平成２９年
８月６日 �西山建設 西山 啓吾 松山市本谷甲４８６－２ 平成３１年

４月１８日

建築工事業、大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止

（特－２６）第１０５４号 平成２６年
５月１８日 �鈴木建設 鈴木 貴雄 伊予郡松前町大字北黒田

５７５－１
平成３１年
４月１９日

板金工事業
熱絶縁工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２８）第７６１２号 平成２８年
５月７日 八木建築 八木 祥文 東温市見奈良６３５－７ 平成３１年

４月２２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１６８２７号 平成２８年
３月２４日 耐震工業� 山岡 誠二 松山市祇園町１３－６ 平成３１年

４月２３日
建築工事業、大工工事業
屋根工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２６）第１７４３８号 平成２７年
１月２１日 �サントータル愛媛 藤井 真人 松山市古川南１－２１－４ 平成３１年

４月２４日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

愛 媛 県 報令和元年５月２１日 第５号

５５
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教育委員会公告

�公 告

令和２年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１１条の規定により、

令和２年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を次の要領で実施する。

令和元年５月２１日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

１ 第１次選考試験の区分、期日及び場所

区 分 期 日 場 所

小学校教員 令和元年７月２３日�から
２５日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）

中学校教員（各教
科）

令和元年７月２３日�から
２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高等学校教員（各
教科〔科目〕）

令和元年７月２３日�から
２５日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）

特別支援学校教員

養護教員 令和元年７月２３日�から
２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

栄養教員 令和元年７月２３日�から
２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

注１ 区分間の併願は、下記５の場合を除き、認めない。

２ 場所等を変更することがある。

３ ７月２５日（木）は予備日

２ 第２次選考試験

第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者に通知

する。

３ 受験申込受付期間

令和元年５月２０日（月）から６月１０日（月）まで

４ 受験資格

次の各号のいずれにも該当する者とする。

� 試験区分に相当する教員免許状（特別免許状及び臨時免許状

を除く。）を有する者又は令和２年３月３１日までにこの免許状

を取得する見込みの者で大学等で証明が得られるもの（社会人

特別選考により志願する者にあっては、教員免許状を有しない

者で、令和２年３月３１日までに愛媛県教育委員会が実施する教

育職員検定に合格し特別免許状の授与が見込まれるもの）

� 昭和４５年４月２日以降（次に掲げる者にあっては、昭和３５年

４月２日以降）に出生した者

ア 他の都道府県で国公立学校（学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）第２条第２項に規定する国立学校又は公立学校をいう。

以下同じ。）の教員として勤務している者（期限付任用又は

臨時的任用である者を除く。）

イ 教職経験者特別選考により志願する者

ウ 小学校教員又は中学校教員の試験区分を志願する者で、平

成３１年４月１日から令和元年６月１０日までの間に愛媛県教育

委員会又は本県内の市町教育委員会が１日以上の任期を定め

て期限付又は臨時的に任用した職員（講師、学習支援員、教

育相談員等、児童生徒の教育に関わる職員に限る。以下「期

限付・臨時的任用職員」という。）であり、かつ、平成２８年

４月１日から平成３１年３月３１日までの間に通算して２４月以上

の期限付・臨時的任用職員の勤務経験を有するもの

エ 栄養教員の試験区分を志願する者で公立義務教育諸学校の

学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律

第１１６号）第２条第１項に規定する義務教育諸学校の学校栄

養職員として本県で勤務しているもの（期限付任用又は臨時

的任用である者を除く。）

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及び学校

教育法第９条各号のいずれにも該当しない者

５ 併願

�愛媛県告示第７５号
次のとおり落札者を決定した。

令和元年５月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

受 託 者
委託した事務の範囲及び内容 委 託 期 間

名 称 主たる事務所の所在地

株式会社伊予鉄�島屋 松山市湊町五丁目１番地１ 愛媛県美術館使用料条例（平成１０年愛媛
県条例第２６号）第２条第２項に規定する
観覧料（企画展「魔法の美術館」の前売
りの観覧券の交付によるものに限る。）
の収納の事務

令和元年５月２１日から

同年７月３１日まで
株式会社フジ 松山市宮西一丁目２番１号

株式会社明屋書店 松山市湊町四丁目１番地１９

株式会社松山堂書店 松山市柳井町一丁目９番地２

愛媛県美術館友の会 松山市堀之内

伊予鉄総合企画株式会社 松山市三番町四丁目９番地５

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

愛媛県県立学校学習系Wi‐Fiシステ
ム提供業務委託 一式

愛媛県教育委員会
事務局指導部高校
教育課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成３１年４月２４日

ネットワンシステムズ
株式会社
東京都千代田区丸の内
二丁目７番２号ＪＰタ
ワー

７，３２３，４８０円
（月額） 一般競争入札 平成３１年３月１５日
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選挙管理委員会告示

公営企業公告

特別選考を除く中学校教員の試験区分を志願する者で、現に小

学校教諭免許状（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を有する

もの又は令和２年３月３１日までに取得する見込みのもので大学等

で証明が得られるものに限り、第１次選考試験における小学校教

員の試験区分との併願を認める。なお、第１次選考試験を中学校

教員の試験区分で合格した者については小学校教員の試験区分で

の選考は行わない。

６ 受験申込手続及び試験方法

令和２年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下

「志願要項」という。）を参照すること。

７ 志願要項及び出願関係用紙の入手方法

愛媛県のホームページからダウンロードし、印刷すること。

なお、上記によることができない場合には、下記まで問い合わ

せること。

＜問合せ先＞

志 願 種 別 あ て 先

小学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

中学校教員志願者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２―２９５２

特別支援学校教員志願者

養護教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

栄養教員志願者

�愛媛県選挙管理委員会告示第２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和元年５月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１６６，７５９

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，３３６

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４５，８４５

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和元年５月２１日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

１ 入札に付する事項

� 件名

ナビゲーションシステムの購入

� 購入物品名及び数量

ナビゲーションシステム １式

（使用にあたり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

令和元年９月３０日（月）まで

� 納入場所

愛媛県松山市春日町８３番地

愛媛県立中央病院

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成３１年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で次の事項に該当

する者。

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，８２５ １４，６０９

南 宇 和 郡 １９，０３４ ６，３４５

松山市・上浮穴郡 ４３７，４１３ １３９，５６９

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４０，６７９ ４６，８９３

宇和島市・北宇和郡 ７７，８７９ ２５，９６０

八幡浜市・西宇和郡 ３７，９０６ １２，６３６

新 居 浜 市 １００，２８７ ３３，４２９

西 条 市 ９１，７１５ ３０，５７２

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５１，４１４ １７，１３８

伊 予 市 ３１，５２１ １０，５０７

四 国 中 央 市 ７３，９５９ ２４，６５３

西 予 市 ３２，８９１ １０，９６４

東 温 市 ２８，２３６ ９，４１２
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� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告で示す物品を納入期限までに確実に納入できること

を証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出方法等

� 提出書類及び入札書の提出方法

電子入札システムによる。

� 入札書の受領期限

契約条項及び入札説明書の掲載場所

愛媛県入札情報公開システム上に掲載する。

http://www.pref.ehime.jp/h40180/e-bid-nyuusatsu/

� 入札書のほかに提出する書類の受領期限

令和元年６月２４日（月）午後５時００分まで。

� 入札書の受領期限

電子入札システムによる場合は、令和元年７月１日（月）か

ら令和元年７月３日（水）までの電子入札システム稼動時間中

（午前９時００分から午後８時００分まで（ただし、７月３日は午

前９時５９分まで））。紙入札による場合は、令和元年７月３日

（水）午前９時５９分まで。

� 開札の日時及び場所

令和元年７月３日（水）午前１０時００分

愛媛県公営企業管理局大会議室

（愛媛県庁第二別館２階）

� 問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示す物

品を納入できることを証明する書類を、入札説明書等に基づき

令和元年６月２４日（月）午後５時００分までに提出しなければな

らない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から第１５４条までの規

定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額及

び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限

る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
	 その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Navigation Systems，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，３ July２０１９

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

令和元年５月２１日 発行
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